
財務諸表等（民間会計基準準拠） 

海外経済協力勘定 

１． 財務諸表の作成方法について 

当行の財務諸表（民間の会計基準に準拠して作成した財務諸表）は、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和 38 年大蔵省令第 59 号。以下「財務諸表等規

則」という。）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用

の分類は、「銀行法施行規則」（昭和 57 年大蔵省令第 10 号）に準拠しております。 

ただし、前事業年度（自平成 17 年 4 月 1 日 至平成 18 年 3 月 31 日）は改正前の財務

諸表等規則及び銀行法施行規則に基づき作成し、当事業年度（自平成 18 年 4 月 1 日 至

平成 19 年 3 月 31 日）は改正後の財務諸表等規則及び銀行法施行規則に基づき作成して

おります。 

本財務諸表は国際協力銀行法（平成 11 年法律第 35 号）第 41 条に定める海外経済協力

業務にかかる財務諸表であります。 

２． 株主資本等変動計算書の作成について 

     当事業年度（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日）は株主資本等変動計算書 

の作成初年度であるため、前事業年度との対比は行っておりません。 

３． 監査証明について 

当行は、前事業年度（自平成 17 年 4 月 1 日 至平成 18 年 3 月 31 日）の海外経済協力

勘定の財務諸表について、中央青山監査法人による監査を受けております。また、当事

業年度（自平成 18 年 4 月 1 日 至平成 19 年 3 月 31 日）の海外経済協力勘定の財務諸表

について、新日本監査法人による監査を受けており、その監査報告書は、財務諸表の直

前に掲げております。 

４． 連結財務諸表について 

当行は、子会社を有していないため連結財務諸表は作成しておりません。 

 

 





財務諸表等

（１）財務諸表

①海外経済協力勘定貸借対照表

(資産の部） (金額単位：百万円）

期　　別

　　　科　　目 金  額 構成比(％) 金  額 構成比(％)

18,730 0.17 68,258 0.62

3 4
18,727 68,253

119,135 1.08 109,275 0.98

117,858 107,996
1,277 1,279

 ※1,2,3,4,5,6,7,9 10,943,642 99.18 10,940,343 98.69

10,943,642 10,940,343

70,876 0.64 62,913 0.57

512 493
68,427 61,599
1,935 819

 ※10 6,972 0.06 - -

6,431 -
221 -
318 -

 ※10 - - 6,603 0.06

- 3,231
- 2,994
- 27
- 348

- - 1,334 0.01

- 1,334
- 0

3 0.00 - -

3 -

△ 125,156 △ 1.13 △ 102,897 △ 0.93

11,034,203 100.00 11,085,830 100.00

貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

無 形 固 定 資 産

その他の有形固定資産

ソ フ ト ウ ェ ア
その他の無形固定資産

債 券 発 行 差 金

債 券 繰 延 資 産

保 証 金 権 利 金

建 物
土 地
建 設 仮 勘 定

現 金
預 け 金

株 式
そ の 他 の 証 券

有 価 証 券

現 金 預 け 金

第7期末 第8期末

（平成18年3月31日） （平成19年3月31日）

貸 出 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

証 書 貸 付

前 払 費 用
未 収 収 益
そ の 他 の 資 産

土 地 建 物 動 産
建 設 仮 払 金

動 産 不 動 産

 



(負債及び純資産の部） (金額単位：百万円）

期　　別

　　　科　　目 金  額 構成比(％) 金  額 構成比(％)

10,000 0.09 -                       -               

10,000 -                       

4,020,220 36.43 3,714,803 33.51

4,020,220 3,714,803

17,145 0.16 14,105 0.13

16,113 13,991
1,031 113

387 0.00 390 0.00

6,259 0.06 6,148 0.06

4,054,013 36.74 3,735,446 33.70

7,065,644 64.03 - -

7,065,644 -

 ※11,12 △ 85,454 △ 0.77 - -

111,324 -

196,778 -

6,980,190 63.26 - -

11,034,203 100.00 - -

- - 7,350,383 66.30

- 7,231,508

 ※11 - 118,875

- 118,875

海外経済協力勘定積立金 - 166,062

繰 越 利 益 剰 余 金 - △ 47,187

- - - -

- -

- - 7,350,383 66.30

- - 11,085,830 100.00

第8期末

（平成18年3月31日） （平成19年3月31日）

債 券 発 行 高

賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

第7期末

そ の 他 負 債

債 券

借 入 金

借 用 金

未 払 費 用
そ の 他 の 負 債

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

資 本 の 部 合 計

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計

海外経済協力勘定資本金

利 益 剰 余 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

株 主 資 本

評 価 ・ 換 算 差 額 等

そ の 他 利 益 剰 余 金

当 期 未 処 理 損 失

海外経済協力勘定資本金

海外経済協力勘定積立金

負 債 の 部 合 計

資 本 金

利 益 剰 余 金

純 資 産 の 部 合 計

 



②海外経済協力勘定損益計算書
(金額単位：百万円）

期　別

　　　科  目 金  額 百分比(%) 金  額 百分比(%)
256,191 100.00 247,579 100.00
255,196 246,837

貸 出 金 利 息 249,467 240,025
有 価 証 券 利 息 配 当 金 5,728 6,781
預 け 金 利 息 0 29

686 560
そ の 他 の 役 務 収 益 686 560

145 23
外 国 為 替 売 買 益 145 23

163 157
株 式 等 売 却 益 53 -                   
そ の 他 の 経 常 収 益 109 157

100,999 39.42 96,298 38.90
89,609 81,141

債 券 利 息 614 183
借 用 金 利 息 88,995 80,957

2,657 3,874
そ の 他 の 役 務 費 用 2,657 3,874

17 10
そ の 他 の 業 務 費 用 17 10

8,495 9,773
218 1,497

株 式 等 償 却 217 1,481
そ の 他 の 経 常 費 用 1 16

155,192 60.58 151,281 61.10
74,631 29.13 53,085 21.44

4 -                   
-                   4

43,802 22,259
824 822

　※1 30,000 30,000
6 0.00 37 0.01
6 -                   
-                   37

229,816 89.71 204,329 82.53

426,595 -                  

196,778 -                  

動 産 不 動 産 処 分 益

動 産 不 動 産 処 分 損

第8期
（自　平成18年4月1日

     至　平成19年3月31日）

第7期
（自　平成17年4月1日

     至　平成18年3月31日）

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益

償 却 債 権 取 立 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益

当 期 純 利 益
前 期 繰 越 損 失

当 期 未 処 理 損 失

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

政 府 交 付 金 収 入



③海外経済協力勘定利益処分計算書及び海外経済協力勘定株主資本等変動計算書

（海外経済協力勘定利益処分計算書） (金額単位：百万円）

期　別

科  目

　当行は、国際協力銀行法(平成11年法律第35号）第44条第2項の規定に基づき、海
外経済協力勘定積立金に繰入を行っております。
　従って、次期繰越損失は、当期未処理損失に､国際協力銀行関係法令に定める利
益処分を加味したものとなっております。

（注）

54,737

251,516次 期 繰 越 損 失

海 外 経 済 協 力 勘 定 積 立 金 繰 入 額

第7期

金  額

196,778

（自　平成17年4月1日

     至　平成18年3月31日）

当 期 未 処 理 損 失



（海外経済協力勘定株主資本等変動計算書）

当事業年度（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日） （金額単位：百万円）

海外経済
協力勘定
積立金

繰越利益
剰余金

7,065,644 111,324 △ 196,778 △ 85,454 6,980,190 -             -             6,980,190

海外経済協力
勘定資本金増減

165,864 -             -             -             165,864 -             -             165,864

海外経済協力
勘定積立金繰入

-             54,737 △ 54,737 -             -             -             -             -             

当期純利益 -             -             204,329 204,329 204,329 -             -             204,329

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純
額）

-             -             -             -             -             -             -             -             

165,864 54,737 149,591 204,329 370,193 -             -             370,193

7,231,508 166,062 △ 47,187 118,875 7,350,383 -             -             7,350,383

　　　行っております。

（注）　当行は、国際協力銀行法(平成11年法律第35号）第44条第2項の規定に基づき、海外経済協力勘定積立金に繰入を

純資産
合計

評価・換算差額等

評価・換算
差額等
合計

繰延ヘッジ
損益

株主資本

資本金

海外経済
協力勘定
資本金

その他利益剰余金

利益剰余金

株主資本
合計

利益剰余
金合計

平成18年3月31日残高

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計

平成19年3月31日残高



（金額単位：百万円）

期　別

　　科　目

Ⅰ．営業活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益 229,816 204,329

減価償却費 442 651

貸倒引当金の増減（△）額 △ 57,354 △ 22,259

賞与引当金の増減（△）額 22 2

退職給付引当金の増減（△）額 △ 305 △ 111

資金運用収益 △ 255,196 △ 246,837

資金調達費用 89,609 81,141

有価証券関連損益（△） 174 1,436

為替差損益（△） △ 159 △ 33

動産不動産処分損益（△） 2 －

有形固定資産処分損益（△） － 33

貸出金の純増（△）減 △ 202,849 3,298

債券の純増減（△） △ 15,000 △ 10,000

借用金の純増減（△） △ 180,238 △ 305,417

預け金（現金同等物を除く）の純増（△）減 18,968 186

資金運用による収入 261,342 253,676

資金調達による支出 △ 90,024 △ 83,452

その他 △ 215 △ 730

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 200,965 △ 124,086

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △ 111 △ 135

有価証券の売却等による収入 689 8,443

動産不動産の取得による支出 △ 270 －

有形固定資産の取得による支出 － △ 273

無形固定資産の取得による支出 － △ 116

動産不動産の売却による収入 16 －

有形固定資産の売却による収入 － 6

投資活動によるキャッシュ・フロー 323 7,925

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

政府出資の受入れによる収入 174,400 165,864

財務活動によるキャッシュ・フロー 174,400 165,864

Ⅳ．現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0

Ⅴ．現金及び現金同等物の増減額 △ 26,241 49,703

Ⅵ．現金及び現金同等物の期首残高 44,106 17,865

Ⅶ．現金及び現金同等物の期末残高 17,865 67,569

④海外経済協力勘定キャッシュ・フロー計算書

第8期

  （自　平成18年4月 1日

   至 　平成19年3月31日）

第7期

  （自　平成17年4月 1日

   至 　平成18年3月31日）



重要な会計方針 

 

 第 7期 
（自  平成 17年 4月 1日 
 至  平成 18年 3月 31日） 

第 8期 
（自  平成 18年 4月 1日 
 至  平成 19年 3月 31日） 

1. 勘定の区分及

び会計処理の

方法 

当行の勘定は、国際協力銀行法（平成 11
年法律第 35号）第 41条により、国際金融等
業務と海外経済協力業務のそれぞれの業務ご

とに経理を区分し、それぞれ勘定を設けて整

理することとされており、国際金融等勘定と

海外経済協力勘定の２つに区分経理しており

ます。区分経理においては、それぞれの業務

に直結する取引についてはそれぞれの勘定

に、共通経費等については一定の配分率にて

それぞれの勘定に按分し、計上しております。 

同  左 

2. 有価証券の評

価基準及び評

価方法 

有価証券のうち保有しているものは、すべ

て時価のない「その他有価証券」に分類され、

移動平均法による原価法により行っておりま

す。 

同  左 

3. デリバティブ

取引の評価基

準及び評価方

法 

デリバティブ取引はありません。 同  左 

4. 固定資産の減

価償却の方法 
（１）動産不動産 
動産不動産は、定率法(ただし、平成 10 年

4月 1日以後に取得した建物(建物附属設備を
除く。)については定額法)を採用しておりま
す。 
なお、主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 
建物：38年～50年 
動産：2年～20年 

（２）ソフトウェア 
自社利用のソフトウェアについては、行内

における利用可能期間(５年)に基づく定額法
により償却しております。 

（１）有形固定資産 
 有形固定資産は、定率法（ただし、平成 10
年 4月 1日以後に取得した建物（建物附属設備
を除く。）については定額法）を採用しており

ます。 
 なお、主な耐用年数は次のとおりでありま

す。 
 建物：38年～50年 
 動産：2年～20年 
（２）無形固定資産 
 無形固定資産の減価償却は、定額法により償

却しております。なお、自社利用のソフトウェ

アについては、行内における利用可能期間（5
年）に基づいて償却しております。 

5. 繰延資産の処

理方法 
 債券発行差金は債券の償還期限までの期間

に対応し償却しております。 
（会計方針の変更） 
債券発行差金は従来、資産として計上し、債

券の償還期間にわたり均等償却を行っており

ましたが、｢金融商品に関する会計基準｣(会計
基準第 10 号平成 18 年 8 月 11 日)が一部改正
され、改正会計基準の公表日以後に終了する事

業年度から適用することになったことに伴い、

当事業年度から改正会計基準を適用し、債券は

償却原価法(定額法)に基づいて算定された価額
をもって貸借対照表価額としております。これ

による貸借対照表への影響はありません。 
なお、平成 18 年 3 月 31 日に終了する事業

年度の貸借対照表に計上した債券発行差金は、

「繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い」



 第 7期 
（自  平成 17年 4月 1日 
 至  平成 18年 3月 31日） 

第 8期 
（自  平成 18年 4月 1日 
 至  平成 19年 3月 31日） 

（企業会計基準実務対応報告第 19 号平成 18
年 8月 11日）の経過措置に基づき従前の会計
処理を適用し、債券の償還期間にわたり均等償

却を行うとともに未償却残高を債券から直接

控除しております。 
6. 外貨建て資産

及び負債の本

邦通貨への換

算基準 

外貨建資産･負債については、決算日の為替

相場による円換算額を付しております。 
 

同  左 

7. 引当金の計上

基準 

 
 

(１) 貸倒引当金 
破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が

発生している債務者（以下「破綻先」という。）

に係る債権及びそれと同等の状況にある債務

者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権

については、帳簿価額から、担保の処分可能

見込額及び保証による回収可能見込額を控除

し、その残額を計上しております。また、現

在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻 
に陥る可能性が大きいと認められる債務者に

係る債権については、債権額から、担保の処

分可能見込額及び保証による回収可能見込額

を控除し、その残額のうち、債務者の支払能

力を総合的に判断し必要と認める額を計上し

ております。上記以外の債権については、過

去の一定期間における貸倒実績から算出した

貸倒実績率等に基づき計上しております。特

定海外債権については、対象国の政治経済情

勢等に起因して生ずる損失見込額を特定海外

債権引当勘定として計上しております。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基

づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当

該部署から独立した資産監査部署が査定結果

を監査しており、その査定結果に基づいて上

記の引当を行っております。 

(１) 貸倒引当金 
同  左 

 
 
 
 
 
 

                     
 
 
 

 (２) 賞与引当金 
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに

備えるため、従業員に対する賞与の支給見込

額のうち、当事業年度に帰属する額を計上し

ております。 
賞与引当金には、役員に係る引当金が含ま

れております。 

(２) 賞与引当金 
同  左 

 
 
 
 
 

 (３) 退職給付引当金 
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備

えるため、当事業年度末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を

計上しております。また、数理計算上の差異

の損益処理方法は以下のとおりであります。 
数理計算上の差異：その発生年度に一括し 

   て損益処理しております。 

(３) 退職給付引当金 
同  左 
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また、退職給付引当金には、役員に係る引

当金が含まれております。 

8. リース取引の

処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に準じた会

計処理によっております。 

同  左  

9. 消費税等の会

計処理 
消費税及び地方消費税（以下、消費税等と

いう。）の会計処理は､税抜方式によっており

ます｡ただし動産不動産に係る控除対象外消

費税等は当事業年度の費用に計上しておりま

す。 

 消費税及び地方消費税（以下、消費税等とい

う。）の会計処理は､税抜方式によっておりま

す｡ただし有形固定資産に係る控除対象外消費

税等は当事業年度の費用に計上しております。 

10. キャッシュ・フ
ロー計算書に

おける資金の

範囲 

キャッシュ･フロー計算書における資金の

範囲は､貸借対照表上の「現金預け金」のうち

現金および日本銀行への預け金であります。 

同  左 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
第 7期 

（自  平成 17年 4月 1日 
 至  平成18年3月31日） 

第 8期 
（自  平成 18年 4月 1日 
 至  平成 19年 3月 31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 
固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成 14
年 8月 9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適
用指針」（企業会計基準適用指針第 6 号平成 15 年 10 月
31 日）を当事業年度から適用しております。これによる
当期純利益への影響はありません。 
 
 
 
 
 
 
 
 
                    
 

 
 
 
                           

 
 
 
（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
 「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企
業会計基準第 5号平成 17年 12月 9日)及び「貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業
会計基準適用指針第 8号平成 17年 12月 9日)を当事業年
度から適用しております。 
 当事業年度末における従来の「資本の部」に相当する金

額は 7,350,383百万円であります。 
 なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表規則及び銀行法施行規則の改正に伴い、

改正後の財務諸表規則及び銀行法施行規則により作成し

ております。 
（有限責任事業組合等に関する実務対応報告） 
 「有限責任事業組合及び合同会社に対する出資者の会計
処理に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第 21号平成
18年 9月 8日）が公表日以後終了する事業年度から適用さ
れることとなったことに伴い、当事業年度末から同実務対

応報告を適用しております。これによる貸借対照表等に与

える影響はありません。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



表示方法の変更 
第 7期 

（自  平成 17年 4月 1日 
 至  平成18年3月31日） 

第 8期 
（自  平成 18年 4月 1日 
 至  平成 19年 3月 31日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     

 

「銀行法施行規則」（昭和 57 年大蔵省令第 10 号）別紙様
式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内

閣府令第 60号平成 18年 4月 28日）により改正され、平
成 18年 4月 1日以後開始する事業年度から適用されるこ
とになったこと等に伴い、当事業年度から下記のとおり表

示を変更しております。 

（貸借対照表関係） 
（１）「利益剰余金」に内訳表示していた「海外経済協力

勘定積立金」及び「当期未処理損失」は、「その他利益

剰余金」の「海外経済協力勘定積立金」及び「繰越利益

剰余金」として表示しております。 
（２）「動産不動産」は、「有形固定資産」「無形固定資産」

又は「その他資産」に区分して表示しております。 
①「動産不動産」中の「土地建物動産」は、「有形固定

資産」中の「建物」「土地」「その他の有形固定資産」

に区分表示し、「建設仮払金」は、「有形固定資産」中

の「建設仮勘定」として表示しております。 
 ②「動産不動産」中の「保証金権利金」のうち権利金は、

「無形固定資産」中の「その他の無形固定資産」とし

て、保証金は、「その他資産」中の「その他の資産」

として表示しております。 
（３）「その他資産」に含めて表示していたソフトウェア

は、「無形固定資産」の「ソフトウェア」に含めて表示

しております。 
（損益計算書関係） 
  「動産不動産処分益」及び「動産不動産処分損」は、

貸借対照表の「動産不動産」が「有形固定資産」、「無形

固定資産」等に区分されたことに伴い、「固定資産処分

益」及び「固定資産処分損」として表示しております。 
（キャッシュ・フロー計算書関係） 
  「動産不動産処分損益（△）」は、貸借対照表の「動

産不動産」が「有形固定資産」、「無形固定資産」等に区

分されたことに伴い、「有形固定資産処分損益（△）」等

として表示しております。 
  また、「動産不動産の取得による支出」は「有形固定

資産の取得による支出」等として、「動産不動産の売却

による収入」は、「有形固定資産の売却による収入」等

として表示しております。 
 

 

 

 

 

 

 



注記事項  
(貸借対照表関係) 

第 7期末 
（平成 18年 3月 31日） 

第 8期末 
（平成 19年 3月 31日） 

※１．貸出金のうち、破綻先債権額に該当する債権はあり

ません。 
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延

が相当期間継続していることその他の事由により元

本又は利息の取立て又は弁済の見込がないものとし

て未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行っ
た部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）

のうち、会社更生法又は金融機関等の更生手続の特例

等に関する法律の規定による更生手続開始の申立て、

民事再生法の規定による再生手続開始の申立て、破産

法の規定による破産手続開始の申立て、商法の規定に

よる整理開始又は特別清算開始の申立て又は手形交

換所による取引停止処分を受けた債務者に対する貸

出金であります。 
※２．貸出金のうち、延滞債権額は 96,998 百万円であり

ます。 
なお、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であっ

て、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外

の貸出金であります。 
※３．貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額に該当する債

権はありません。 
なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支

払が、約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸

出金で、破綻先債権及び延滞債権に該当しないもので

あります。 
※４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 184,691百万

円であります。 
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決

めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び３ヵ

月以上延滞債権に該当しないものであります｡ 
※５．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額

及び貸出条件緩和債権額の合計額は 281,689 百万円
であります。 
なお、上記１．から５．に掲げた債権額は、貸倒引

当金控除前の金額であります。 
※６．国際収支状況の悪化等により、公的対外債務（債権

者が国、貿易保険、輸出信用機関等の公的機関である

債務）の返済が一時的に困難となった債務国に対して

は、債権国会議（パリクラブ）の場において債務繰延

べ（リスケジュール）が国際的に合意され、債務国政

府に対する一時的な流動性支援（国際協調の枠組みの

下での国際収支支援）が実施されます。この一時的な

流動性支援の中で、債務国はＩＭＦ（国際通貨基金）

との間で合意された経済改革プログラムを実施し、債

務返済が継続されていくこととなります。当行の外国

※１．貸出金のうち、破綻先債権額に該当する債権はあり

ません。 
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延

が相当期間継続していることその他の事由により元

本又は利息の取立て又は弁済の見込がないものとし

て未収利息を計上しなかった貸出金(貸倒償却を行っ
た部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）

のうち、会社更生法又は金融機関等の更生手続の特例

等に関する法律の規定による更生手続開始の申立て、

民事再生法の規定による再生手続開始の申立て、破産

法の規定による破産手続開始の申立て、会社法及び商

法の規定による整理開始又は特別清算開始の申立て

又は手形交換所による取引停止処分を受けた債務者

に対する貸出金であります。 
※２．貸出金のうち、延滞債権額は 76,876 百万円であり

ます。 
なお、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であっ

て、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図る

ことを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外

の貸出金であります。 
※３．        同  左 
 
 
 
 
 
※４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 185,191百万
円であります。 
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又

は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決

めを行った貸出金で、破綻先債権、延滞債権及び３ヵ

月以上延滞債権に該当しないものであります｡ 
※５．破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額

及び貸出条件緩和債権額の合計額は 262,068 百万円
であります。 
なお、上記１．から５．に掲げた債権額は、貸倒引

当金控除前の金額であります。 
※６．国際収支状況の悪化等により、公的対外債務（債権

者が国、貿易保険、輸出信用機関等の公的機関である

債務）の返済が一時的に困難となった債務国に対して

は、債権国会議（パリクラブ）の場において債務繰延

べ（リスケジュール）が国際的に合意され、債務国政

府に対する一時的な流動性支援（国際協調の枠組みの

下での国際収支支援）が実施されます。この一時的な

流動性支援の中で、債務国はＩＭＦ（国際通貨基金）

との間で合意された経済改革プログラムを実施し、債

務返済が継続されていくこととなります。当行の外国



第 7期末 
（平成 18年 3月 31日） 
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（平成 19年 3月 31日） 

政府等に対する債権のうち、平成 17 年度末時点で、
パリクラブにおいて債務繰延べ合意がなされている

債権の繰延べ対象元本残高は、1,262,313 百万円とな
っております。 
かかる債権については、当行の公的債権者としての

特性があるものの、民間金融機関との比較を容易にす

る観点から、債務者区分が要注意先となっている債務

国向け債権のうち、債務繰延べ合意がなされている債

権については、３ヵ月以上延滞債権に該当するものを

除き、原則として貸出条件緩和債権として分類してお

ります。上記４.に掲げた貸出条件緩和債権額のうち、

かかる債権額は、184,691百万円（うち繰延べ対象元
本残高は 96,407百万円）となっております。 

※７．平成 16年 12月のスマトラ沖大地震及びインド洋津
波の被災国に関し、その被害の復旧・復興を支援する

観点から、公的債権について被災国から要請がある場

合は当面の債務支払猶予（モラトリアム）を認めるこ

とにつき、我が国を含む主要債権国は、債権国会議（パ

リクラブ）で合意しております。具体的には、被災国

の期日どおりの債務支払を平成 17年 12月 31日まで
期待しないこと及び支払猶予された額につき 1 年間
の据置期間を含む 5 年間の支払とすることを主要債
権国は表明しており、平成 18年 3月末時点で、パリ
クラブに対しモラトリアムを要請してきた被災国は

インドネシア及びスリランカの 2カ国であります。当
該要請のあった被災国向けの本措置による支払猶予

対象額は、168,017百万円となっております。 
本措置に関する債権については、国際的な枠組みの

下で、債務者の返済能力には影響がなく、今次災害の

被害からの復旧・復興を支援する観点から、一時的に

債務の支払を猶予するとの方針にて一致したことに

基づき貸出条件の変更を行っていることも踏まえ、上

記 1.から 5.に掲げた債権には含めておりません。 
 

８．担保に供している資産はありません。 
※９．当行の貸付は長期にわたるものが多く、一般に、顧

客から貸付契約に定める資金使途に該当する融資実

行の申し出を受けた場合に、貸付契約上規定された要

件を満たしていることを確認のうえで、当行は、顧客

の資金需要のうち一定の範囲内でかつ貸付残高が承

諾額の範囲までとなる一定額の資金を貸し付けるこ

とを約しております。これらの契約に係る融資未実行

残高は 3,667,762百万円であります。 
※１０．動産不動産の減価償却累計額 

5,048百万円 
※１１．利益剰余金について 

当行は国際協力銀行法第 44 条により、海外経済協
力勘定については積立金を積み立てております。 

※１２．「貸借対照表上の純資産額」から「資本金の額」

を差し引いた資本の欠損の額は 85,454 百万円であり

政府等に対する債権のうち、平成 18 年度末時点で、
パリクラブにおいて債務繰延べ合意がなされている

債権の繰延べ対象元本残高は、1,246,893 百万円とな
っております。 
かかる債権については、当行の公的債権者としての

特性があるものの、民間金融機関との比較を容易にす

る観点から、債務者区分が要注意先となっている債務

国向け債権のうち、債務繰延べ合意がなされている債

権については、３ヵ月以上延滞債権に該当するものを

除き、原則として貸出条件緩和債権として分類してお

ります。上記４.に掲げた貸出条件緩和債権額のうち、

かかる債権額は、185,191百万円（うち繰延べ対象元
本残高は 101,267百万円）となっております。 

※７．平成 16年 12月のスマトラ沖大地震及びインド洋津
波の被災国に関し、その被害の復旧・復興を支援する

観点から、公的債権について被災国から要請がある場

合は当面の債務支払猶予（モラトリアム）を認めるこ

とにつき、我が国を含む主要債権国は、債権国会議（パ

リクラブ）で合意しております。具体的には、被災国

の期日どおりの債務支払を平成 17年 12月 31日まで
期待しないこと及び支払猶予された額につき 1 年間
の据置期間を含む 5 年間の支払とすることを主要債
権国は表明しており、平成 19年 3月末時点で、パリ
クラブに対しモラトリアムを要請してきた被災国は

インドネシア及びスリランカの 2カ国であります。当
該要請のあった被災国に対する債権のうち、平成 19
年 3 月末時点における本措置による支払猶予対象元
本残高は 144,968百万円となっております。 
本措置に関する債権については、国際的な枠組みの

下で、債務者の返済能力には影響がなく、今次災害の

被害からの復旧・復興を支援する観点から、一時的に

債務の支払を猶予するとの方針にて一致したことに

基づき貸出条件の変更を行っていることも踏まえ、上

記１.から５.に掲げた債権には含めておりません。 
８．        同  左 

※９．当行の貸付は長期にわたるものが多く、一般に、顧

客から貸付契約に定める資金使途に該当する融資実

行の申し出を受けた場合に、貸付契約上規定された要

件を満たしていることを確認のうえで、当行は、顧客

の資金需要のうち一定の範囲内でかつ貸付残高が承

諾額の範囲までとなる一定額の資金を貸し付けるこ

とを約しております。これらの契約に係る融資未実行

残高は 3,656,740百万円であります。 
※１０．有形固定資産の減価償却累計額 

4,655百万円 
※１１．利益剰余金について 

同  左 
 
※１２． 
     



第 7期末 
（平成 18年 3月 31日） 

第 8期末 
（平成 19年 3月 31日） 

ます。 

 



(損益計算書関係) 
第 7期 

（自  平成 17年 4月 1日 
 至  平成18年3月31日） 

第 8期 
（自  平成 18年 4月 1日 
 至  平成 19年 3月 31日） 

※１．当行は第 4期に平成 14年 12月 10日付の政府発表
「債務救済方式の見直し」による影響から円借款関連

損失(特別損失)を計上しており、日本政府からは当行
の財務の健全性を維持するため引き続き遺漏なきを

期したいとの方針が表明されております。この方針の

下、当事業年度に、円借款関連損失に対応して、政府

一般会計より 30,000百万円の交付金が交付されてお
り、これを政府交付金収入(特別利益)として計上して

おります。 

※１．       同  左 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 (キャッシュ・フロー計算書関係) 

第 7期 
（自  平成 17年 4月 1日 
 至  平成 18年 3月 31日） 

第 8期 
（自  平成 18年 4月 1日 
 至  平成 19年 3月 31日） 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

平成 18年 3月 31日現在 

現金預け金勘定           18,730百万円 
当座預け金（日銀を除く）          △864百万円 
現金及び現金同等物        17,865百万円 

現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係 

平成 19年 3月 31日現在 

現金預け金勘定           68,258百万円 
当座預け金（日銀を除く）          △689百万円 
現金及び現金同等物        67,569百万円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 (リース取引関係) 
第 7期 

（自  平成 17年 4月 1日 
 至  平成 18年 3月 31日） 

第 8期 
（自  平成 18年 4月 1日 
 至  平成 19年 3月 31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
   取得価額相当額 
     動産              237百万円 
     その他             192百万円   
     合計               429百万円 
     減価償却累計額相当額 
         動産              120百万円 
     その他              96百万円   
     合計               216百万円 
       期末残高相当額 
         動産              117百万円 
     その他              96百万円   
     合計               213百万円 

・未経過リース料期末残高相当額 
         1年内             102百万円 
     1年超             115百万円   
     合計                      218百万円 

・当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額 
    支払リース料                    107百万円 
    減価償却費相当額        102百万円 
    支払利息相当額           5百万円 

・減価償却費相当額の算定方法 
    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。  
・利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 
２．オペレーティング・リース取引 
・未経過リース料 
１年内                            2百万円 
１年超                            0百万円   
合計                              3百万円 

（減損損失について） 
 リース資産に配分された減損損失はありません。 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
   取得価額相当額 
     動産              250百万円 
     その他             208百万円   
     合計               458百万円 
     減価償却累計額相当額 
         動産              180百万円 
     その他             135百万円   
     合計               316百万円 
       期末残高相当額 
         動産               69百万円 
     その他              72百万円   
     合計               142百万円 
・未経過リース料期末残高相当額 

         1年内              90百万円 
     1年超              55百万円  
     合計                       145百万円 

・当期の支払リース料、減価償却費相当額及び支払利

息相当額 
    支払リース料                    108百万円 
    減価償却費相当額        103百万円 
    支払利息相当額           3百万円 

・減価償却費相当額の算定方法 
    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。  
・利息相当額の算定方法 

    リース料総額とリース物件の取得価額相当額と

の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 
２．オペレーティング・リース取引 
・未経過リース料 
１年内                            1百万円 
１年超                               －   
合計                              1百万円 

（減損損失について） 
 リース資産に配分された減損損失はありません。 

 
 
 
 



　
（有価証券関係）

貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金等を含めて記載しております。

Ⅰ.  前事業年度

１．売買目的有価証券　（平成18年3月31日現在）
該当ありません。

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの　（平成18年3月31日現在）
該当ありません。

３．その他有価証券で時価のあるもの　（平成18年3月31日現在）
該当ありません。

４．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券　（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）
該当ありません。

５．当事業年度中に売却したその他有価証券　（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）

（金額単位：百万円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
その他有価証券 128 53 -

６．時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額　（平成18年3月31日現在）

（金額単位：百万円）

金額

満期保有目的の債券 -

非上場外国債券 -

その他有価証券 119,135

非上場国内株式（店頭売買株式を除く） 115,804

非上場外国株式 2,053

その他の非上場国内証券 -

その他の非上場外国証券 1,277

７．保有目的を変更した有価証券
該当ありません。

８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額　（平成18年3月31日現在）
該当ありません。

９．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの　（平成18年3月31日現在）
該当ありません。



Ⅱ.　当事業年度

１．売買目的有価証券　（平成19年3月31日現在）
該当ありません。

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの　（平成19年3月31日現在）
該当ありません。

３．その他有価証券で時価のあるもの　（平成19年3月31日現在）
該当ありません。

４．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券　（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）
該当ありません。

５．当事業年度中に売却したその他有価証券　（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）

（金額単位：百万円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
その他有価証券 5,000 - -

６．時価評価されていない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額　（平成19年3月31日現在）

（金額単位：百万円）

金額

満期保有目的の債券 -

非上場外国債券 -

その他有価証券 109,275

非上場国内株式（店頭売買株式を除く） 107,181

非上場外国株式 814

その他の非上場国内証券 -

その他の非上場外国証券 1,279

７．保有目的を変更した有価証券
該当ありません。

８．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額　（平成19年3月31日現在）
該当ありません。

９．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの　（平成19年3月31日現在）
該当ありません。

(金銭の信託関係)
Ⅰ． 前事業年度　（平成18年3月31日現在）

　該当ありません。

Ⅱ． 当事業年度　（平成19年3月31日現在）
　該当ありません。

(その他有価証券評価差額金)
Ⅰ.  前事業年度　（平成18年3月31日現在）

　該当ありません。

Ⅱ.  当事業年度　（平成19年3月31日現在）
　該当ありません。

(デリバティブ取引関係)
Ⅰ． 前事業年度　（平成18年3月31日現在）

　該当ありません。

Ⅱ． 当事業年度　（平成19年3月31日現在）
　該当ありません。



(退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

２．退職給付債務に関する事項

(金額単位：百万円）

退職給付債務 (A) △ 8,824 △ 8,898
年金資産 (B) 2,564 2,750
未積立退職給付債務 (C)=(A)+(B) △ 6,259 △ 6,148
会計基準変更時差異の未処理額 (D) － －
未認識数理計算上の差異 (E) － －
未認識過去勤務債務 (F) － －
貸借対照表計上額純額 (G)=（C)+(D)+(E)+(F) △ 6,259 △ 6,148
前払年金費用 (H) － －

退職給付引当金 (G)‐(H) △ 6,259 △ 6,148

(注）厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。
　　

３．退職給付費用に関する事項

(金額単位：百万円）

勤務費用 357 335
利息費用 173 175
期待運用収益 △ 32 △ 38
過去勤務債務の費用処理額 － －
数理計算上の差異の費用処理額 △ 345 14
会計基準変更時差異の費用処理額 － －
その他（臨時に支払った割増退職金等） － －

退職給付費用 152 487

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

（１）割引率
（２）期待運用収益率
（３）退職給付見込額の期間配分方法
（４）過去勤務債務の額の処理年数
（５）数理計算上の差異の処理年数
（６）会計基準変更時差異の処理年数

(関連当事者との取引)
Ⅰ. 前事業年度　（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）
　 関連当事者との取引において記載すべき重要なものはありません。

Ⅱ. 当事業年度　（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）
　 関連当事者との取引において記載すべき重要なものはありません。

(重要な後発事象)
Ⅰ. 前事業年度　（自平成17年4月1日　至平成18年3月31日）
   該当ありません。

Ⅱ. 当事業年度　（自平成18年4月1日　至平成19年3月31日）
   該当ありません。

　当行は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度および退職一時金制度を設定しております。

区分
第7期末 第8期末

（平成18年3月31日） （平成19年3月31日）

区分
第7期末 第8期末

（平成18年3月31日） （平成19年3月31日）

区分
第7期末 第8期末

（平成18年3月31日） （平成19年3月31日）
2.0% 2.0%
1.5% 1.5%

期間定額基準 期間定額基準
－ －

発生年度に一括償却 発生年度に一括償却
－ －



⑤　附属明細表

第8期（自　平成18年4月1日　至　平成19年3月31日）

1．有形固定資産等明細表

（金額単位：百万円）

土地 ― ― ― 2,994 ― ― 2,994

建物 ― ― ― 6,985 3,753 215 3,231

動産 ― ― ― 1,250 901 79 348

建設仮勘定 ― ― ― 27 ― ― 27

計 ― ― ― 11,258 4,655 294 6,603

ソフトウエア ― ― ― 2,179 845 357 1,334

その他 ― ― ― 0 0 0 0

計 ― ― ― 2,179 845 357 1,334

繰
延
資
産

債券発行費 ― ― ― ― ― ― ―

(注） １．動産は、貸借対照表の「その他の有形固定資産」に計上しております。
      ２．有形固定資産及び無形固定資産の金額は資産総額の1％以下であるため、「前期末残高」「当期増加額」及び
       　「当期減少額」の記載を省略しております。

有
形
固
定
資
産

無
形
固
定
資
産

当期末残高
差引期末残

高
摘要資産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額

当期償却額



2.　債券明細表

（注）　 1.　[　]書きは、1年以内に償還が予定されている金額であります。

2.　決算日後5年以内における償還予定額は以下の通りであります。

3.　借入金等明細表

（注）　 1.　「平均利率」は、期末日現在の「利率」及び「当期末残高」により算出（加重平均）しております。

2.　借入金の決算日後5年以内における返済額は次のとおりであります。

4.　引当金明細表

（注）　当期減少額（その他）欄に記載の減少額はそれぞれ次の理由によるものであります。

一般貸倒引当金・・・・・・・・・・・・・洗替による取崩額

個別貸倒引当金・・・・・・・・・・・主として債務者の業況改善による取崩額

　　うち非居住者向け債権分・・主として債務者の業況改善による取崩額

一般担保  平成18年11月

発行年月日 前期末残高 当期末残高 利率 担保　 摘要償還期限

海外経済協力基金  平成8年11月

％

2.9

政府保証第9回

銘柄

[10,000]

10,000 -

百万円 百万円

-

合計 ‐ 10,000 -

債券

‐ ‐ ‐

（金額単位：百万円）

1年以内 1年超 2年超 3年超 4年超

5年以内

- - - - -

2年以内 3年以内 4年以内

（金額単位：百万円）

区分 前期末残高 当期末残高 平均利率（％） 返済期限 摘要

借用金 4,020,220 3,714,803 1.79 ‐

財政融資資金借入金 3,978,612 3,687,708 1.79 平成20年3月～

簡易生命保険資金借入金 41,608 27,095

1年以内 1年超

1.85

3年超2年超

 平成33年10月

4年超

（金額単位：百万円）

4年以内 5年以内

373,762借入金 384,366

2年以内 3年以内

（金額単位：百万円）

413,141 430,199 420,196

区分 前期末残高 当期増加額
当期減少額

当期末残高 摘要
目的使用 その他

貸
倒
引
当
金

一般貸倒引当金 45,518 48,869

79,638 ‐

うち非居住者向け債権 79,638

個別貸倒引当金

‐ 45,518 48,869

25,610 54,028

‐ 25,610 54,028

特定海外債権引当勘定 ‐ ‐ ‐ ‐ ‐

‐ ‐

賞与引当金 387 390 387 ‐ 390

計 125,544 49,259 387 71,128 103,288



（２）主な資産及び負債の内容 

 第 8期末（平成 19年 3月 31日現在）の主な資産及び負債の内訳は、次のとおりであります。  

①資産の部 

 預 け 金   日本銀行への預け金 67,564百万円及び他の銀行への預け金 689百万円であります。 

 未 収 収 益   未収貸付金利息 61,391百万円その他であります。 

 その他の資産   仮払金 0百万円その他であります。 

②負債の部 

 未 払 費 用   未払借入金利息 13,633百万円その他であります。 

 その他の負債   仮受金 113百万円であります。 

 

（３）その他 

該当事項なし。   

 

 




